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決算期変更及び定款一部変更に関するお知らせ 
 

当社は、平成21年11月25日開催の取締役会において、平成22年 2月25日開催予定の第13期定

時株主総会で「定款の一部変更の件」が承認されることを条件として、下記のとおり、決算期

を変更することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．決算期変更の内容 

現 在：毎年 11 月 30 日 

変更案：毎年 3 月 31 日 
同決算期の変更に伴い第 14 期は、平成 21 年 12 月１日から平成 22 年 11 月 30 日までの

12 ヶ月決算から、平成 21 年 12 月１日から平成 23 年 3 月 31 日までの 16 ヶ月の変則決算

となる予定です。 

 

２．変更の理由 

当社の事業年度は毎年 11 月 30 日を末日としておりますが、連結対象会社との決算期の

統一も含めて、経営計画の策定や業績管理など、経営及び事業運営全般にわたって効率化

を図るため、事業年度の末日を 3 月 31 日とする決算期の変更を行うものです。 

 

３．定款変更の内容 

変更内容は別紙のとおりであります。 

 

４．日程 

当社第 13 期定時株主総会開催日 ： 平成 22 年 2 月 25 日（予定） 

定款変更の効力発生日 ： 同上 

 

５．今後の見通し 

第 14 期（平成 21 年 12 月１日から平成 23 年 3 月 31 日）の業績見通しは開示しておりま

せん。これは当社グループが属するインターネット広告関連業界が、事業環境の変化が激

しく、不確定要素が大きいため、業績の予測を行うことが困難であることによります。な

お、適時開示のルールに従い、開示が可能となった時点で、必要に応じて速やかに公表を

行ってまいります。 

 

以 上 



 

 

 

【別紙】   （下線は変更部分）  
 現行定款   変更案  

  

（基準日） 

第７条 当会社は、毎年 11 月 30 日の最終

の株主名簿に記載または記録さ

れた議決権を有する株主をもっ

て、その事業年度に関する定時

株主総会において権利を行使す

ることができる株主とする。 

   

（基準日） 

第７条 当会社は、毎年3月31日の最終の株

主名簿に記載または記録された議

決権を有する株主をもって、その事

業年度に関する定時株主総会にお

いて権利を行使することができる株

主とする。 

 

 （事業年度） 

第４４条 当会社の事業年度は、毎年 12 月

１日から翌年 11 月 30 日までとす

る。 

  （事業年度） 

第４４条 当会社の事業年度は、毎年 4 月 1

日から翌年 3 月 31 日までとする。 

 

 （剰余金の配当事業年度） 

第４５条 当会社は、株主総会の決議によっ

て、毎年11月30日の最終の株主

名簿に記載または記録された株

主または登録株式質権者に対し、

金銭による剰余金の配当（以下

「期末配当金」という。）を支払う。 

  （剰余金の配当事業年度） 

第４５条 当会社は、株主総会の決議によっ

て、毎年 3 月 31 日の最終の株主名

簿に記載または記録された株主ま

たは登録株式質権者に対し、金銭

による剰余金の配当（以下「期末配

当金」という。）を支払う。 

 

 （中間配当金） 

第４６条 当会社は、取締役会の決議によ

り、毎年 5 月 31 日の最終の株主

名簿に記載または記録された株

主または登録株式質権者に対し、

会社法第 454 条第 5 項に定める

剰余金の配当（以下「中間配当

金」という。）をすることができる。 

  （中間配当金） 

第４６条 当会社は、取締役会の決議により、

毎年9月30日の最終の株主名簿に

記載または記録された株主または

登録株式質権者に対し、会社法第

454 条第 5 項に定める剰余金の配

当（以下「中間配当金」という。）をす

ることができる。 

 

 （新設）   附則  

 （新設）   第１条 第 44 条（事業年度）の規定にかかわ

らず、平成 21 年 12 月 1 日から始ま

る第 14 期事業年度は、翌々年 3 月

31 日までの 1 年 4 ヶ月間とする。な

お、本附則は第14期事業年度経過

後にこれを削除する。 

 

      



 

 

 

（新設） 

  

第 2 条 第 46 条（中間配当金）の規定にかか

わらず、平成 21 年 12 月 1 日から

始まる第 14期事業年度における当

社の中間配当金の基準日は、平成

22 年 5 月 31 日とする。なお、本附

則は第 14 期事業年度経過後にこ

れを削除する。 

 


